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インドネシア国低（脱）炭素化に向けた電力セクターに係る情報収
集・確認調査

【背景】
インドネシア国は 2010 年以降約5～6％の国民総生産（GDP）成長率を
維持しており、安定した経済成長を継続。旺盛な経済成長を反映し、
同国の年間総発電量（2018年：240TWh ）は年平均で約6.4％増加、
2028 年には433TWh になる見込み。石炭火力発電への依存が長年続い
ているため、今後の需要の増加に伴い、温室効果ガスの排出量増大も
懸念されている。同国が2014年に策定した国家エネルギー政策では、
再生可能エネルギー等の開発を推進し、一次エネルギー供給量におけ
る再生可能エネルギーの比率を2025年に23％以上、2050年に31％以上
とすること等を掲げている。再生可能エネルギーの急激な大量導入は
系統の不安定化を招き得、低（脱）炭素化に向けては、電力料金及び
電力の質に注意を払いながら、計画を策定・実施していくことが求め
られる。地球温暖化ガス排出の多くを占める電力セクターにおける低
（脱）炭素化に向けたロードマップを整理し、JICAとしての支援方策
を整理することが急務。

【目的】
インドネシア国が掲げる低（脱）炭素化の実現に向け、特に電力セク
ターに焦点を当て、目指すべき電源構成や電力供給体制について具体
化したロードマップを策定し、同ロードマップに基づき実施可能な
JICA支援内容をスキームごとに整理する。
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